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 －１－ 

 

 

本市の財政は、地域経済の低迷により税収の増加が見込めない一方で、社会保障関

係経費が増加し、財源の確保に苦慮する状況にあります。このため、不足する財源に

ついては各種目的基金からの繰入等で対応しました。 

また、全国的に人口減少問題が表面化してきており、早急な対応が必要になってお

ります。そのため予算編成にあたっては、本市の人口減少対策基本計画の基本方針に

沿った事業に対し、重点的に予算の配分を行いました。 

 

 

    

（１）（１）（１）（１）    骨格予算の編成骨格予算の編成骨格予算の編成骨格予算の編成    

４月に市長、市議会議員選挙が執行されるため、骨格予算の編成としましたが、政

策的経費についても継続中の事業や行政運営上早期に予算措置を必要とする事業を計

上し、住民生活や事業運営に支障が生じないよう留意しました。    

    

（（（（２２２２））））    予算規模予算規模予算規模予算規模    

  一般会計は、骨格予算の編成に加え、大型建設事業の終了等により、対前年度比

較で７．４％の減となりました。 

また、特別会計では、社会保障関係の給付の伸びや、国民健康保険事業の制度改

正等に伴い７．５％の増、企業会計では、前年度に会計制度の変更に伴う予算規模

の増があったことに加え、骨格予算の編成に伴い、資本的収支が縮小したため 

４．７％の減となり、全会計の予算規模では２．３％の減となりました。 

 

（（（（３３３３））））    重点施策に基づく主要事業重点施策に基づく主要事業重点施策に基づく主要事業重点施策に基づく主要事業    

  予算編成方針の重点施策に掲げた項目に予算を配分しました。 

 テーマ１ 産業振興策の充実 

    ・多面的機能支払交付金事業費 

・企業立地補助金 

１１１１    予算編成の基本的な考え方予算編成の基本的な考え方予算編成の基本的な考え方予算編成の基本的な考え方 

２２２２    予算の特徴予算の特徴予算の特徴予算の特徴 



 －２－ 

・小規模事業経営支援事業費補助金 

・第２産業団地整備事業費 など 

     ２３事業（うち新規事業 ２） 総額 ５億１，９９３万５千円 

 

テーマ２ 子育て支援の充実 

    ・家庭児童相談事業費 

    ・子ども医療費助成費 

    ・保育園、児童厚生施設、子育て支援センター、幼稚園等運営費 

    ・乳児健康診査費   

    ・すこやか育児サポート事業費   

    ・妊婦健康診査費 

    ・放課後地域子ども教室推進事業費 など 

     ２６事業（うち拡大事業 ３） 総額 ４１億９３９万７千円 

 

テーマ３ 人材育成の充実 

    ・看護専門学校運営費 

・公立大学法人運営費交付金 

・医療従事者修学資金貸付金 など 

     ６事業 総額 ５億４，５６８万５千円 

 

テーマ４ 緊急経済対策の継続 

・健康管理センター冷暖房設備整備事業費 

    ・武道館改修事業費 

・赤レンガ倉庫整備事業費 

・駅前広場整備事業費 

・区画街路築造舗装等整備事業費 など 

     １３事業（うち新規事業 ４） 総額 １０億５，３０８万３千円 

 

 



 －３－ 

○ その他新規・拡大事業 

・防災資機材整備事業費 

・生活困窮者自立支援事業費 

・一般廃棄物最終処分場基本構想策定等事業費 

・博物館建物重要文化財指定推進事業費 など 

     １１事業（うち新規事業 ８） 総額 １億５，２９５万４千円 

 

（（（（４４４４））））    財源財源財源財源のののの確保確保確保確保    

  持続可能な財政運営を確保するため市債発行額に留意するとともに、各種目的基

金を活用し、財源を確保しました。 

  ○ 各種目的基金からの繰入金（一般会計） 

    ・減債基金 ３億５，６７９万３千円 

      病院事業会計繰出金へ充当 

    ・公共施設整備基金 ７，６４１万５千円 

      駅前広場整備事業費等へ充当 

・公共施設維持補修基金 １億２，３００万円 

      清掃センター焼却施設補修費等へ充当 
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 一般会計の当初予算の規模は、２４４億２，１１７万６千円と、前年度当初予算と

比較して、１９億５，７７９万３千円、７．４％の減となりました。 

全会計では、５１６億８，２２５万７千円と、１２億１，５００万１千円、２．３％

の減となりました。 

  一般会計   ２４４億２，１１７万６千円 （対前年度比 △７．４％） 

  特別会計   １７５億４，５０６万９千円 （  〃     ７．５％） 

  企業会計    ９７億１，６０１万２千円 （  〃   △４．７％） 

  合  計   ５１６億８，２２５万７千円 （  〃    △２．３％） 

    

（１）（１）（１）（１）    一般会計予算規模の推移（当初予算ベース）一般会計予算規模の推移（当初予算ベース）一般会計予算規模の推移（当初予算ベース）一般会計予算規模の推移（当初予算ベース） 

 ＊平成１５年度、１９年度、２３年度は６月補正後（肉付け後）予算額 

    

３３３３    予算の規模予算の規模予算の規模予算の規模 
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（２）（２）（２）（２）    全会計予算規模の推移（当初予算ベース）全会計予算規模の推移（当初予算ベース）全会計予算規模の推移（当初予算ベース）全会計予算規模の推移（当初予算ベース） 

 ＊平成１５年度、１９年度、２３年度は６月補正後（肉付け後）予算額 

 

（３）（３）（３）（３）        一般会計の当初予算規模一般会計の当初予算規模一般会計の当初予算規模一般会計の当初予算規模    （平成２（平成２（平成２（平成２７７７７年度は年度は年度は年度は１７１７１７１７番目）番目）番目）番目）    

   １番  平成２３年度  ２８９億８，６１３万２千円（６月補正後） 

２番  平成１４年度  ２８５億７，９１８万１千円 

３番  平成１３年度  ２８３億５，０７９万１千円 

   ４番  平成１０年度  ２６９億８，０２０万４千円 

   ５番  平成 ９年度  ２６９億７，８３８万８千円 

    

（４）（４）（４）（４）    全会計の当初予算規模全会計の当初予算規模全会計の当初予算規模全会計の当初予算規模        （平成２（平成２（平成２（平成２７７７７年度は年度は年度は年度は１１１１１１１１番目）番目）番目）番目）    

   １番  平成１３年度  ６１０億１，１２８万３千円 

２番  平成１４年度  ５９２億４，０５８万４千円 

３番  平成１６年度  ５７６億３，２３６万７千円 

４番  平成１７年度  ５６５億２，５７３万４千円 

５番  平成１５年度  ５５３億４，７７１万円（６月補正後）
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（５）（５）（５）（５）    会計の構成比会計の構成比会計の構成比会計の構成比    

一般会計

47%

特別会計

34%

企業会計

19%

一般会計

47%

国民健康保険

（事業勘定）

15%

介護保険事業

11%

下水道事業

5%

その他特別会計

3%

病院事業

16%

水道事業

3%

総 額

５１６．８億円

    

    

    

（６）（６）（６）（６）    主な特別・企業会計の予算計上額主な特別・企業会計の予算計上額主な特別・企業会計の予算計上額主な特別・企業会計の予算計上額 

  ① 都市計画土地区画整理事業 

  駅西地区土地区画整理事業の進捗により、予算規模が減少しました。 

 

  ② 簡易水道事業 

  西浦地区簡易水道統合整備事業の終了等により、事業費が減少しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

１１１,７７４千円 ３９５,１０３千円 △２８３,３２９千円 △７１.７％ 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

２０１,０６６千円 ３１０,３４７千円 △１０９,２８１千円 △３５.２％ 



 －７－ 

 

  ③ 国民健康保険（事業勘定） 

  保険財政共同安定化事業の制度変更等により、予算規模が増加しました。 

 

  ④ 下水道事業 

  下水道建設費の減により予算額が減少しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

２,４７１,８６３千円 ２,７１６,３０３千円 △２４４,４４０千円 △９.０％ 

 

  ⑤ 介護保険事業 

  介護サービス利用者の増により、保険給付費が増加しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

５,８００,６７８千円 ５,３３９,３４２千円 ４６１,３３６千円 ８.６％ 

 

  ⑥ 市立敦賀病院事業 

  前年度に会計制度の変更に伴う引当等の特別損失を計上していたため、予算規模

が減少しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

８,１８６,６８０千円 ８,４９５,８１７千円 △３０９,１３７千円 △３.６％ 

 

  ⑦ 水道事業 

  配水設備改良費の減により、予算規模が減少しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

１,５２９,３３２千円 １,７０２,７４４千円 △１７３,４１２千円 △１０.２％ 

 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

７,９４３,３５０千円 ６,５９１,８２６千円 １,３５１,５２４千円 ２０.５％ 



 －８－ 

    

    

（１）（１）（１）（１）    概概概概    要要要要    

 ① 自主財源は、市税や市道整備に係る負担金等が減少したため、前年度当初予算

と比較して１０億９，９６２万５千円、６．６％の減となりました。 

自主財源→市税、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、繰入金、 

繰越金、諸収入で市が自主的に徴収できる財源をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （参考）過去の自主財源の歳入に占める割合 

２３年度（６月）   ６８．２％ 

２４年度（当初）   ６７．０％ 

２５年度（当初）   ６５．６％ 

 

② 地方債依存度は４．４％で、前年度当初予算と比較して１．５ポイントの減と

なりました。 

２３年度（６月）  ６．３％ （地方財政計画 １３．９％） 

   ２４年度（当初）  ６．７％ （地方財政計画 １３．６％）    

２５年度（当初）  ６．０％ （地方財政計画 １３．６％） 

２６年度（当初）  ５．９％ （地方財政計画 １２．７％） 

２７年度（当初）  ４．４％ （地方財政計画 １１．１％） 

４４４４    一般会計歳入の状況一般会計歳入の状況一般会計歳入の状況一般会計歳入の状況 

比　　較

予  算  額
全歳入
構成比

予  算  額
全歳入
構成比

(A) - (B)

1 市 税 12,945,647 53.0 13,199,845 50.1 △ 254,198 △ 1.9

2
分 担 金 及 び
負 担 金

540,251 2.2 1,091,214 4.1 △ 550,963 △ 50.5

3 寄 附 金 1,851 0.0 276 0.0 1,575 570.7

4 繰 入 金 584,404 2.4 773,911 2.9 △ 189,507 △ 24.5

5 そ の 他 1,427,574 5.9 1,534,106 5.9 △ 106,532 △ 6.9

15,499,727 63.5 16,599,352 63.0 △ 1,099,625 △ 6.6自主財源計

(単位：千円、％）

区        分

平 成 ２７ 年 度 平 成 ２６ 年 度 

増減率
当 初 予 算 （A） 当 初 予 算 （B）
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 ③ 歳入の構成比 

自主財源
63%

依存財源
37%

市税
53%

繰入金
2%

分 担 金・
負 担 金等

8%

譲与税・交付金
8%

国庫支出金
17%

県支出金
8%

市債
4%

総 額

２４４．２億円

（２）（２）（２）（２）    市市市市    税税税税    

（単位：千円、％）

27年度当初
予　算  額

26年度当初
予　算  額

増減額 増減率

個人市民税 現年課税分 3,120,268 3,256,675 △ 136,407 △ 4.2

滞納繰越分 69,000 60,000 9,000 15.0

計 3,189,268 3,316,675 △ 127,407 △ 3.8

法人市民税 現年課税分 603,494 594,867 8,627 1.5

滞納繰越分 2,000 1,000 1,000 100.0

計 605,494 595,867 9,627 1.6

固定資産税 土地（現年課税分） 1,573,773 1,607,181 △ 33,408 △ 2.1

家屋（現年課税分） 2,478,790 2,567,437 △ 88,647 △ 3.5

償却資産（現年課税分） 3,724,186 3,724,817 △ 631 0.0

滞納繰越分 100,000 83,000 17,000 20.5

計 7,876,749 7,982,435 △ 105,686 △ 1.3

1,274,136 1,304,868 △ 30,732 △ 2.4

12,945,647 13,199,845 △ 254,198 △ 1.9

市たばこ税、都市計画税等

合　　　　　計  
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① 個人・法人市民税 

  個人市民税は、地域経済の低迷による所得の減少が見込まれることから、 

１億２，７４０万７千円、３．８％の減で計上しました。 

法人市民税は、地方財政計画や前年度決算見込みを勘案し、９６２万７千円、

１．６％の増で計上しました。 

 ② 固定資産税 

土地及び家屋については、３年毎に行われる評価替えに伴う減少を見込み、固

定資産税全体で１億５６８万６千円、１．３％の減で計上しました。 

 

（参 考） 

発電所関係３社固定資産税（土地・家屋・償却資産）の課税見込み（予算計上額） 

 
課税見込み 

構    成    比 

歳入総額 市税総額 

２７年度 36億   円 14.8% 27.8% 

２６年度 37億 1千万円 14.0% 28.1% 

増  減 △１億1千万円 0.8 ﾎﾟｲﾝﾄ △0.3 ﾎﾟｲﾝﾄ 

    

（３）（３）（３）（３）    地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税    

  前年度の交付実績や地方消費税交付金の増加等を見込み、４億５千万円の減で

計上しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

３５０,０００千円 ８００,０００千円 △４５０,０００千円 △５６．３％ 

 

（４）（４）（４）（４）    分担金及び負担金分担金及び負担金分担金及び負担金分担金及び負担金    

  市道西浦１、２号線道路整備事業の一時中断に伴い、分担金及び負担金が大き

く減少しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

５４０,２５１千円 １,０９１,２１４千円 △５５０,９６３千円 △５０.５％ 



 －１１－ 

（（（（５５５５））））    国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金    

  建設事業に係る交付金等は減少となりましたが、病院事業で計上していた電源

立地地域対策交付金の一部を一般会計へ振り替えたことにより、国庫支出金全体

では微増となりました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

４,１０４,８０２千円 ４,０８８,１８５千円 １６,６１７千円 ０.４％ 

 

（６（６（６（６））））    県支出金県支出金県支出金県支出金    

  博物館の修復事業終了に伴い、原子力発電施設立地地域共生交付金が減少しま

した。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

１,８１４,８４７千円 ２,２０３,９３２千円 △３８９,０８５千円 △１７.７％ 

    

（７（７（７（７））））    電源三法交付金（電源立地地域対策交付金等）電源三法交付金（電源立地地域対策交付金等）電源三法交付金（電源立地地域対策交付金等）電源三法交付金（電源立地地域対策交付金等）    

 博物館建物修復等の対象事業終了に伴い、原子力発電施設立地地域共生交付金

が皆減となりました。 

電源立地地域対策交付金（国）

27年度当初 26年度当初 増減額 増減率

一般会計 1,241,916 1,142,430 99,486 8.7

企業会計 238,000 328,000 △ 90,000 △ 27.4

計 1,479,916 1,470,430 9,486 0.6

広報・調査等交付金（県）

27年度当初 26年度当初 増減額 増減率

一般会計 21,156 21,092 64 0.3

原子力発電施設立地地域共生交付金（県）

27年度当初 26年度当初 増減額 増減率

一般会計 0 208,586 △ 208,586 皆減

企業会計 0 88,200 △ 88,200 皆減

計 0 296,786 △ 296,786 皆減

合　　計 1,501,072 1,788,308 △ 287,236 △ 16.1

　　（単位：千円、％）

　　（単位：千円、％）

　　（単位：千円、％）



 －１２－ 

（（（（８８８８））））    繰入金繰入金繰入金繰入金    

   地域の元気臨時交付金を原資とする公共施設整備基金からの繰入金が減少とな

りました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

５８４,４０４千円 ７７３,９１１千円 △１８９,５０７千円 △２４.５％ 

 

主な基金充当事業 

一般会計

基　　金　　名 繰入額（千円） 充　当　事　業

減 債 基 金 356,793 病院事業会計繰出金

公 共 施 設 整 備 基 金 69,015 駅前広場整備事業費

7,400 松原公民館建設事業費

公共施設維持補修基金 17,700 焼却等処理施設補修費

39,500 資源化減容化施設補修費

10,400 校舎等改良及び補修事業費（小学校）

10,700 校舎等改良及び補修事業費（中学校）

中 池 見 保 全 活 用 基 金 22,686 中池見管理運営費  

    

（（（（９９９９））））    市市市市        債債債債 

建設に係る市債の発行額が減少しました。また、臨時財政対策債の発行可能額

についても、地方財政計画にあわせ減少を見込みました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

１,０７３,８００千円 １,５６３,５００千円 △４８９,７００千円 △３１.３％ 

 

市債の内訳 

 ２７年度当初 ２６年度当初 増減額 

施設整備等建設事業債 ５０３,８００千円 ８１３,５００千円 △３０９,７００千円 

臨時財政対策債 ５７０,０００千円 ７５０,０００千円 △１８０,０００千円 



 －１３－ 

    

    

（１）（１）（１）（１）    概概概概    要要要要    

   一般会計の歳出の内訳を性質別にみると、義務的経費では障害者自立支援給付

費等、扶助費の増がありましたが、公債費の大幅な減により、前年度当初予算と

比較して、３億３，７８２万９千円、３．０％の減となりました。 

   投資的経費は、骨格予算の編成に加え、市道西浦１、２号線整備の一時中断や、

博物館建物修復事業の終了等に伴い、２２億４，７８３万８千円、６０．８％の

減となりました。 

   その他の経費では、補助費等が後期高齢者医療広域連合への負担金や公立大学

法人への運営費交付金の増加などにより、繰出金は国民健康保険や介護保険など

社会保障関係の給付の伸びにより増となりました。 

 

（歳出の内訳） 

比　　較 増減率

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 (A) - (B)

1 人 件 費 4,168,326 17.1 4,164,945 15.8 3,381 0.1

2 扶 助 費 5,010,207 20.5 4,909,630 18.6 100,577 2.0

3 公 債 費 1,886,519 7.7 2,328,306 8.8 △ 441,787 △ 19.0

11,065,052 45.3 11,402,881 43.2 △ 337,829 △ 3.0

1,449,413 5.9 3,697,251 14.0 △ 2,247,838 △ 60.8

11,906,711 48.8 11,278,837 42.8 627,874 5.6

24,421,176 100.0 26,378,969 100.0 △ 1,957,793 △ 7.4

義務的経費計

投　資　的　経　費

そ　の　他　経　費
（物件費等）

歳  出  合  計

(単位：千円、％）

平 成 ２６ 年 度 平 成 ２７ 年 度 

区            分 当 初 予 算 （A） 当 初 予 算 （B）

 

 

５５５５    一般会計歳出の状況一般会計歳出の状況一般会計歳出の状況一般会計歳出の状況 



 －１４－ 

（２）（２）（２）（２）    歳出の性質別区分の状況歳出の性質別区分の状況歳出の性質別区分の状況歳出の性質別区分の状況    

 ① 歳出の性質別構成比 

義務的経費

45%

投資的経費

6%

その他

49%

人件費

17%

扶助費

20%

公債費

8%普通建設

事業費

6%

物件費

18%

補助費等

15%

繰出金

12%

貸付金等

4%

総 額

２４４．２億円

 

② 人件費 

退職手当の減少はありましたが、統一地方選挙に係る手当や議員共済費の増加

等に伴い、対前年度比３３８万１千円、０．１％増で計上しました。 

                           （単位：千円、％） 

 ２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

人件費総額 ４,１６８,３２６ ４,１６４,９４５ ３,３８１ ０.１ 

うち退職手当 

（退職見込数） 

４９１,１９２ 

（２３人） 

５６３,５６０ 

（２４人） 

△７２,３６８ 

（△１人） 
△１２.８ 

退職手当を除く 

人件費 
３,６７７,１３４ ３,６０１,３８５ ７５,７４９ ２.１ 



 －１５－ 

    

職員数（一般職） 

 ２７年度当初 ２６年度当初 増  減 

一般会計 ５０３人 ４９７人 ６人 

特別会計 ５０人 ４７人 ３人 

企業会計 ４１５人 ４０２人 １３人 

合  計 ９６８人 ９４６人 ２２人 

    

③ 扶助費 

障害者自立支援給付費の増加等により、前年度と比較して１億５７万７千円、

２．０％増で計上しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

５,０１０,２０７千円 ４,９０９,６３０千円 １００,５７７千円 ２.０％ 

    

④ 公債費 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

１,８８６,５１９千円 ２,３２８,３０６千円 △４４１,７８７千円 △１９.０％ 

・元  金        2,033,690千円 → 1,640,007千円（△393,683千円） 

・利  子         294,616千円 →  246,512千円（△48,104千円） 

 

⑤ 普通建設事業費 

市道西浦１、２号線整備の一時中断に加え、博物館建物の修復やグラウンドゴ

ルフ場整備の終了等に伴い、前年度との比較では２２億４００万４千円、 

６０．３％の減となりました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

１,４４９,４１３千円 ３,６５３,４１７千円 △２,２０４,００４千円 △６０．３％ 

 



 －１６－ 

（主な増減事業） 

主な増加事業                          （単位 千円） 

款 事  業  名 27年度当初 26年度当初 増 減 額 

衛生費 資源化減容化施設補修費 44,280 26,328 17,952 

商工費 赤レンガ倉庫周辺環境整備事業費 27,000 0 27,000 

土木費 除雪機械購入費補助金 20,000 6,000 14,000 

土木費 敦賀南スマートインター整備事業費 36,300 13,200 23,100 

教育費 松原公民館建設事業費 29,600 0 29,600 

 

主な減少事業                          （単位 千円） 

 

款 事  業  名 27年度当初 26年度当初 増 減 額 

衛生費 旧看護専門学校校舎解体事業費 0 143,359 △143,359 

商工費 赤レンガ倉庫整備事業費 472,813 603,405 △130,592 

土木費 市道西浦１、２号線整備事業費 0 577,989 △577,989 

教育費 博物館建物修復事業費 0 314,604 △314,604 

教育費 グラウンドゴルフ場整備事業費 0 197,426 △197,426 



 －１７－ 

（普通建設事業費の当初予算計上額の推移） 

71.8 

64.6 

37.6 

32.7 
35.7 

42.8 

31.5 
34.8 

32.7 

37.8 

56.7 

38.3 

31.5 

36.5 

14.5 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

60.0 

70.0 

80.0 

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

（億円）

（年度）

 

＊平成１５年度、１９年度、２３年度は６月補正後（肉付け後）予算額 

    

⑥ 物件費 

統一地方選挙に係る執行経費や、一般廃棄物最終処分場の基本構想策定等に係

る経費の増加により、対前年度比１億２，２３２万１千円、２．９％増で計上し

ました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

４,４０２,２６４千円 ４,２７９,９４３千円 １２２,３２１千円 ２.９％ 

 

⑦ 補助費等 

後期高齢者医療広域連合への負担金や、公立大学法人への運営費交付金の増加

により、対前年度比１億９，０８８万６千円、５．４％増で計上しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

３,７４０,５６６千円 ３,５４９,６８０千円 １９０,８８６千円 ５.４％ 

 



 －１８－ 

⑧ 繰出金 

国民健康保険や介護保険給付費の増加により、各特別会計への繰出金は前年度

に比べ３億５９２万４千円、１１．７％増で計上しました。 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

２,９０９,８１５千円 ２,６０３,８９１千円 ３０５,９２４千円 １１.７％ 

 

特別会計への繰出金
（単位：千円、％）

港湾施設 2,040 6,072 △ 4,032 △ 66.4

都市計画土地区画整理 114,216 84,446 29,770 35.3 公債費の増

簡易水道 70,337 81,557 △ 11,220 △ 13.8
水道未普及地域解消事業費の

減

国民健康保険（事業） 660,232 514,461 145,771 28.3 給付費の増

下 水 道 863,354 814,389 48,965 6.0 公債費の増

漁業集落環境整備 27,067 28,270 △ 1,203 △ 4.3

農業集落排水 128,840 127,447 1,393 1.1

介護保険 858,263 783,918 74,345 9.5 給付費の増

産業団地整備 37,391 31,075 6,316 20.3

後期高齢者医療 148,075 132,256 15,819 12.0

合計 2,909,815 2,603,891 305,924 11.7

増減率 増減理由会計名等
27年度当初
予  算  額

26年度当初
予  算  額

増 減 額



 －１９－ 

（３）（３）（３）（３）    歳出の目的別区分の状況歳出の目的別区分の状況歳出の目的別区分の状況歳出の目的別区分の状況 

① 歳出の目的別構成比 

総務費

11%

民生費

37%

衛生費

11%農林水産業費

2%

商工費

6%

土木費

9%

消防費

3%

教育費

11%

公債費

8%

その他

2%

総 額

２４４．２億円

 

② 主な増減    

ア 総務費 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

２,５９８,１４１千円 ２,５５５,４６７千円 ４２,６７４千円 １.７％ 

・退職手当費（特別職）      0千円 →    27,514千円（  27,514千円） 

・退職手当費（一般職)    563,560千円 →  463,678千円（△99,882千円） 

・県知事、県議会議員選挙費     0千円 →   18,892千円（  18,892千円） 

・市長、市議会議員選挙費     0千円 →   66,081千円（  66,081千円） 

・国 勢 調 査 費     0千円 →   26,420千円（  26,420千円） 

 

イ 民生費 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

９,１３１,６０４千円 ８,５２３,１９３千円 ６０８,４１１千円 ７.１％ 

 



 －２０－ 

・国民健康保険（事業勘定の部）特別会計繰出金   514,461千円 →   660,232千円( 145,771千円) 

・自立支援給付等事業費  1,018,419千円 → 1,081,493千円（  63,074千円) 

・介護保険特別会計繰出金    783,918千円 →   858,263千円（  74,345千円） 

・後期高齢者医療広域連合負担金   522,390千円 →   622,165千円（  99,775千円） 

・臨 時 福 祉 給 付 金      0千円 →    60,000千円（  60,000千円） 

 ・児童厚生施設運営費   123,191千円 →   166,070千円（ 42,879千円） 

 

ウ 衛生費 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

２,６０８,２００千円 ２,８７１,２３９千円 △２６３,０３９千円 △９.２％ 

・斎苑空調設備改修事業費    30,727千円 →      0千円(  △30,727千円) 

・旧看護専門学校校舎解体事業費   143,359千円 →      0千円( △143,359千円) 

・焼却等処理施設補修費    89,133千円 → 24,737千円(  △64,396千円) 

・一般廃棄物最終処分場基本構想策定等事業費          0千円 → 21,000千円（  21,000千円） 

 

エ 農林水産業費 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

４４１,９５４千円 ５０５,４３０千円 △６３,４７６千円 △１２.６％ 

・農作物有害獣農地侵入防止事業費  19,274千円 →  31,662千円（   12,388千円） 

・多面的機能支払交付金事業費(農地・水保全管理支援事業費)   3,947千円 →  35,878千円（   31,931千円） 

・浦底漁港（浦底地区）整備事業費  89,000千円 →       0千円（ △89,000千円） 

 

オ 商工費 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

１,３９５,３９５千円 １,６０３,１９２千円 △２０７,７９７千円 △１３.０％ 

・店舗リニューアル等支援事業費補助金   25,000千円 →      0千円（ △25,000千円） 

・赤レンガ倉庫整備事業費  603,928千円 → 474,585千円（ △129,343千円） 

・赤レンガ倉庫周辺環境整備事業費        0千円 → 27,000千円（   27,000千円） 

・舞鶴若狭自動車道全線開通記念事業費    14,257千円 →      0千円（ △14,257千円） 



 －２１－ 

・敦賀港レトロ浪漫ＡＲアプリ開発事業費    15,120千円 →      0千円（ △15,120千円） 

・敦賀きらめき温泉改修事業費   35,377千円 →  5,195千円（ △30,182千円）   

 

カ 土木費 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

２,３４３,３６８千円 ３,２５６,０７８千円 △９１２,７１０千円 △２８.０％ 

・景観形成地区道路整備事業費   113,529千円 →  43,467千円（ △70,062千円） 

・道路改良事業費（補助）   109,000千円 →  76,000千円(  △33,000千円) 

・市道西浦１、２号線整備事業費   577,989千円 →     0千円（△577,989千円） 

・道路改良事業費（単独）     48,000千円 →   5,100千円（ △42,900千円） 

・消 雪 施 設 整 備 事 業 費   61,500千円 →     0千円（ △61,500千円） 

・下水道事業特別会計繰出金   814,389千円 → 863,354千円（   48,965千円） 

・博物館通り環境整備事業費    52,200千円 →     0千円（ △52,200千円） 

・駅 前 広 場 整 備 事 業 費  335,303千円 → 343,531千円（  8,228千円） 

・市 営 住 宅 再 生 事 業 費   42,559千円 →     0千円（ △42,559千円） 

 

キ 教育費 

２７年度当初 ２６年度当初 増減額 増減率 

２,６７０,１３１千円 ３,２７３,６５９千円 △６０３,５２８千円 △１８.４％ 

・小学校給排水設備改修事業費   46,303千円 →       0千円（ △46,303千円） 

・公立大学法人運営費交付金  300,974千円 → 377,311千円（   76,337千円） 

・博物館建物修復事業費  314,708千円 →       0千円（△314,708千円） 

・運動公園長寿命化事業費  113,682千円 →   3,105千円（△110,577千円） 

・グラウンドゴルフ場整備事業費  197,447千円 →       0千円（△197,447千円） 



 －２２－ 

    

    

２５年度末 ２６年度末 ２７年度末

現  在  高 現在高見込 取崩額 積立額 現在高見込

財政調整基金 2,672,400 2,675,053 2,675,053

目 的 基 金 5,541,558 4,698,790 584,404 2,489 4,116,875

定額資金運用基金 2,267,147 2,282,934 2,282,934

小          計 10,481,105 9,656,777 584,404 2,489 9,074,862

73,113 66,960 11,796 4 55,168

637,110 578,936 129,613 1,435 450,758

11,191,328 10,302,673 725,813 3,928 9,580,788

　　（単位　千円）

企業会計基金

   合            計

区　　　分
平成２７年度増減

一
般
会
計

特別会計基金

 

    

    

    

 

26年度末残高 27年度末残高
（見込額） 借入予定額 償還元金 （見込額）

18,802,124 18,438,530 1,073,800 1,640,007 17,872,323

港　湾 118,992 104,232 15,018 89,214

区画整理 1,244,771 1,292,642 34,000 71,034 1,255,608

簡易水道 937,656 1,165,098 22,300 39,494 1,147,904

下 水 道 17,971,539 17,596,426 574,100 1,221,408 16,949,118

漁業集落 127,342 118,702 8,267 110,435

農業集落 1,442,608 1,372,417 74,917 1,297,500

産業団地 33,689 33,689

小　計 21,842,908 21,649,517 664,089 1,430,138 20,883,468

病　院 4,833,474 4,753,570 415,858 4,337,712

水　道 5,653,319 5,588,943 123,500 333,349 5,379,094

小　計 10,486,793 10,342,513 123,500 749,207 9,716,806

51,131,825 50,430,560 1,861,389 3,819,352 48,472,597

特
別
会
計

企
業
会
計

合　　計

(単位　千円）

区　　分 25年度末残高
27年度

一般会計

 

 

６６６６    基金現在高基金現在高基金現在高基金現在高 

７７７７    地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 



 －２３－ 

２７年度末地方債残高見込みの会計別構成比 

 

一般会計

37%

特別会計

43%

企業会計

20%
一般会計

37%

区画整理

3%

簡易水道

2%

下 水 道

35%

農業集落外

3%

病 院

9%

水 道

11%

地方債残高

４８４．７億円

 

 

 

 



 －２４－ 

 

 

 

 

 



資 料 編
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２７年度 ２６年度

当初予算 当初予算

一 般 会 計 24,421,176 26,378,969 -1,957,793 -7.4

特 別 会 計 17,545,069 16,319,728 1,225,341 7.5

企 業 会 計 9,716,012 10,198,561 -482,549 -4.7

合       計 51,682,257 52,897,258 -1,215,001 -2.3

地方財政計画

　　　全体の伸び率 2.3%

新規事業数

２７年度 ２６年度

当初予算 当初予算

一般会計 9 29

特別会計 4 0

企業会計 1 3

合　　計 14 32

比　　較

平成２７年度当初予算総額

　　（単位：千円、％）

増減率

－26－



比　　較 増減率

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 (A) - (B)

24,421,176 47.3 26,378,969 49.9 -1,957,793 -7.4

港 湾 施 設 事 業 21,912 0.0 25,955 0.0 -4,043 -15.6

都市計画土地区画整理事業 201,066 0.4 310,347 0.6 -109,281 -35.2

簡 易 水 道 事 業 111,774 0.2 395,103 0.7 -283,329 -71.7

国 民 健 康 保 険
（ 事 業 勘 定 ）

7,943,350 15.4 6,591,826 12.5 1,351,524 20.5

国 民 健 康 保 険
（ 施 設 勘 定 ）

28,765 0.0 29,483 0.0 -718 -2.4

下 水 道 事 業 2,471,863 4.8 2,716,303 5.1 -244,440 -9.0

漁 業 集 落 環 境 整 備 事 業 33,158 0.1 33,436 0.1 -278 -0.8

農 業 集 落 排 水 事 業 154,884 0.3 152,794 0.3 2,090 1.4

介 護 保 険 事 業 5,800,678 11.2 5,339,342 10.1 461,336 8.6

当 初 予 算 （A）

(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）

  一　     　般　     　会 　     　計

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

平成２７年度　当初予算各会計予算額平成２７年度　当初予算各会計予算額平成２７年度　当初予算各会計予算額平成２７年度　当初予算各会計予算額

平 成 ２６ 年 度平 成 ２７ 年 度

  会   　計     名 当 初 予 算 （A）

－27－

産 業 団 地 整 備 事 業 91,482 0.2 31,077 0.1 60,405 194.4

後 期 高 齢 者 医 療 686,137 1.3 694,062 1.3 -7,925 -1.1

              小          計 17,545,069 33.9 16,319,728 30.8 1,225,341 7.5

市 立 敦 賀 病 院 事 業 8,186,680 15.8 8,495,817 16.1 -309,137 -3.6

水 道 事 業 1,529,332 3.0 1,702,744 3.2 -173,412 -10.2

              小          計 9,716,012 18.8 10,198,561 19.3 -482,549 -4.7

27,261,081 52.7 26,518,289 50.1 742,792 2.8

51,682,257 100.0 52,897,258 100.0 -1,215,001 -2.3

企
業
会
計

特 別・企 業 会 計   計

総  　 合　   計

計

－27－



比　　較 増減率

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 (A) - (B)

1 市 税 12,945,647 53.0 13,199,845 50.1 -254,198 -1.9

2 地 方 譲 与 税 208,000 0.9 211,000 0.8 -3,000 -1.4

3 利 子 割 交 付 金 24,000 0.1 30,000 0.1 -6,000 -20.0

4 配 当 割 交 付 金 88,000 0.4 35,000 0.1 53,000 151.4

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 9,000 0.0 9,000 0.0 0 0.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,160,000 4.7 740,000 2.8 420,000 56.8

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 17,000 0.1 17,000 0.1 0 0.0

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 25,000 0.1 29,000 0.1 -4,000 -13.8

9 地 方 特 例 交 付 金 39,000 0.2 43,000 0.2 -4,000 -9.3

10 地 方 交 付 税 350,000 1.4 800,000 3.0 -450,000 -56.3

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 8,000 0.0 10,000 0.0 -2,000 -20.0

区            分 当 初 予 算 （A） 当 初 予 算 （Ｂ）

平成２７年度　当初予算歳入比較（一般会計）平成２７年度　当初予算歳入比較（一般会計）平成２７年度　当初予算歳入比較（一般会計）平成２７年度　当初予算歳入比較（一般会計）

平 成 ２７ 年 度 平 成 ２６年 度 

(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）

－28－

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 8,000 0.0 10,000 0.0 -2,000 -20.0

12 分 担 金 及 び 負 担 金 540,251 2.2 1,091,214 4.1 -550,963 -50.5

13 使 用 料 及 び 手 数 料 560,531 2.3 565,584 2.2 -5,053 -0.9

14 国 庫 支 出 金 4,104,802 16.8 4,088,185 15.5 16,617 0.4

15 県 支 出 金 1,814,847 7.4 2,203,932 8.4 -389,085 -17.7

16 財 産 収 入 21,333 0.1 23,042 0.1 -1,709 -7.4

17 寄 附 金 1,851 0.0 276 0.0 1,575 570.7

18 繰 入 金 584,404 2.4 773,911 2.9 -189,507 -24.5

19 繰 越 金 10 0.0 55,135 0.2 -55,125 -100.0

20 諸 収 入 845,700 3.5 890,345 3.4 -44,645 -5.0

21 市 債 1,073,800 4.4 1,563,500 5.9 -489,700 -31.3

       歳   入   合   計 24,421,176 100.0 26,378,969 100.0 -1,957,793 -7.4

－28－



比　　較 増減率

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 (A) - (B)

1 市 税 12,945,647 53.0 13,199,845 50.1 -254,198 -1.9

2 分 担 金 及 び 負 担 金 540,251 2.2 1,091,214 4.1 -550,963 -50.5

3 使 用 料 及 び 手 数 料 560,531 2.3 565,584 2.2 -5,053 -0.9

4 財 産 収 入 21,333 0.1 23,042 0.1 -1,709 -7.4

5 寄 附 金 1,851 0.0 276 0.0 1,575 570.7

6 繰 入 金 584,404 2.4 773,911 2.9 -189,507 -24.5

7 繰 越 金 10 0.0 55,135 0.2 -55,125 -100.0

8 諸 収 入 845,700 3.5 890,345 3.4 -44,645 -5.0

15,499,727 63.5 16,599,352 63.0 -1,099,625 -6.6

9 地 方 譲 与 税 208,000 0.9 211,000 0.8 -3,000 -1.4

10 利 子 割 交 付 金 24,000 0.1 30,000 0.1 -6,000 -20.0

11 配 当 割 交 付 金 88,000 0.4 35,000 0.1 53,000 151.4

12 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 9,000 0.0 9,000 0.0 0 0.0

13 地 方 消 費 税 交 付 金 1,160,000 4.7 740,000 2.8 420,000 56.8

14 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 17,000 0.1 17,000 0.1 0 0.0

15 自 動 車 取 得 税 交 付 金 25,000 0.1 29,000 0.1 -4,000 -13.8

16 地 方 特 例 交 付 金 39,000 0.2 43,000 0.2 -4,000 -9.3

17 地 方 交 付 税 350,000 1.4 800,000 3.0 -450,000 -56.3

18 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 8,000 0.0 10,000 0.0 -2,000 -20.0

19 国 庫 支 出 金 4,104,802 16.8 4,088,185 15.5 16,617 0.4

20 県 支 出 金 1,814,847 7.4 2,203,932 8.4 -389,085 -17.7

21 市 債 1,073,800 4.4 1,563,500 5.9 -489,700 -31.3

8,921,449 36.5 9,779,617 37.0 -858,168 -8.8

       歳   入   合   計 24,421,176 100.0 26,378,969 100.0 -1,957,793 -7.4

平成２７年度　当初予算歳入比較（一般会計）(その２)平成２７年度　当初予算歳入比較（一般会計）(その２)平成２７年度　当初予算歳入比較（一般会計）(その２)平成２７年度　当初予算歳入比較（一般会計）(その２)

平 成 ２７ 年 度 平 成 ２６ 年 度 

(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）

依   存   財   源   計

区            分 当 初 予 算 （A） 当 初 予 算 （Ｂ）

自   主   財   源   計

－29－



比　　較 増減率

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 (A) - (B)

1    議           会           費   329,731 1.4 318,678 1.2 11,053 3.5

2  総           務           費 2,598,141 10.6 2,555,467 9.7 42,674 1.7

3  民           生           費 9,131,604 37.4 8,523,193 32.3 608,411 7.1

4  衛           生           費 2,608,200 10.7 2,871,239 10.9 -263,039 -9.2

5  労           働           費 138,763 0.6 137,469 0.5 1,294 0.9

6  農   林  水  産   業  費 441,954 1.8 505,430 1.9 -63,476 -12.6

7  商           工           費 1,395,395 5.7 1,603,192 6.1 -207,797 -13.0

8  土           木           費 2,343,368 9.6 3,256,078 12.4 -912,710 -28.0

9  消           防           費 875,370 3.6 960,371 3.6 -85,001 -8.9

平 成 ２７ 年 度 平 成 ２６ 年 度 

平成２７年度　当初予算歳出目的別比較（一般会計）平成２７年度　当初予算歳出目的別比較（一般会計）平成２７年度　当初予算歳出目的別比較（一般会計）平成２７年度　当初予算歳出目的別比較（一般会計）

区            分 当 初 予 算 （A） 当 初 予 算 （Ｂ）

(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）

－30－

10  教           育           費 2,670,131 10.9 3,273,659 12.4 -603,528 -18.4

11  災  　害    復 　 旧　 費 43,834 0.2 -43,834    皆減

12  公           債           費 1,886,519 7.7 2,328,359 8.8 -441,840 -19.0

13  予           備           費 2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

24,421,176 100.0 26,378,969 100.0 -1,957,793 -7.4歳  出  合  計

－30－



比　　較 増減率

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 (A) - (B)

1  人          件          費 4,168,326 17.1 4,164,945 15.8 3,381 0.1

2  扶          助          費 5,010,207 20.5 4,909,630 18.6 100,577 2.0

3  公          債          費 1,886,519 7.7 2,328,306 8.8 -441,787 -19.0

11,065,052 45.3 11,402,881 43.2 -337,829 -3.0

4  物          件          費 4,402,264 18.0 4,279,943 16.2 122,321 2.9

5  維   持   補   修   費 377,687 1.6 362,597 1.4 15,090 4.2

6  補     助     費      等 3,740,566 15.3 3,549,680 13.5 190,886 5.4

7  積          立          金 2,489 0.0 2,566 0.0 -77 -3.0

8  投 資 及 び 出 資 金

471,890 2.0 478,160 1.8 -6,270

平成２７年度　当初予算歳出性質別比較（一般会計）平成２７年度　当初予算歳出性質別比較（一般会計）平成２７年度　当初予算歳出性質別比較（一般会計）平成２７年度　当初予算歳出性質別比較（一般会計）

平 成 ２７ 年 度 平 成 ２６ 年 度 

(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）(単位：千円、％）

小          計

当 初 予 算 （Ｂ）区            分 当 初 予 算 （A）

－31－

9  貸          付          金 471,890 2.0 478,160 1.8 -6,270 -1.3

10  繰          出          金 2,909,815 11.9 2,603,891 9.9 305,924 11.7

11  予          備          費 2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

11,906,711 48.8 11,278,837 42.8 627,874 5.6

12  普 通 建 設 事 業 費 1,449,413 5.9 3,653,417 13.8 -2,204,004 -60.3

            補      助 1,104,966 4.5 2,252,607 8.5 -1,147,641 -50.9

            単      独 344,447 1.4 1,400,810 5.3 -1,056,363 -75.4

            そ  の  他

13  失 業 対 策 事 業 費   

14  災 害 復 旧 事 業 費  43,834 0.2 -43,834    皆減

1,449,413 5.9 3,697,251 14.0 -2,247,838 -60.8

24,421,176 100.0 26,378,969 100.0 -1,957,793 -7.4

小          計

小          計

歳  出  合  計

－31－



　

 




